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は じ め に 
 

市では，市の都市計画に関する基本的な方針である「調布市都市計画マスタープラ

ン」（以下，「都市計画マスタープラン」という。）を平成１０（１９９８）年度に

策定し，“住み続けたい 緑につつまれるまち 調布”を将来都市像として掲げ，計

画に定めるまちづくりの目標を実現するため，各種のまちづくりの施策や取組を進め

てきた。 

一方，市街地の大まかな土地利用の方向を示し，土地利用規制や誘導を図る用途地

域等の地域地区については，平成２３（２０１１）年度までは東京都が用途地域に係

る都市計画決定権限を有していたことから，東京都全域を対象とした「用途地域等に

関する指定方針及び指定基準」に基づき，指定や見直しが運用されてきた。 

その後，地方分権一括法（第２次一括法）の公布に伴う都市計画法の改正により，

平成２４（２０１２）年度に用途地域の都市計画決定権限が東京都から市へ移譲され

たことに伴い，市は，平成２６（２０１４）年度に用途地域等の指定の考え方を示す

「調布市用途地域等に関する指定方針及び指定基準」（以下，「指定方針及び指定基

準」という。）を定め，これに基づく指定や見直しの運用を行っている。 

今般，市の総合的なまちづくりの目標を共有する調布市総合計画をはじめとした行

政計画や上位計画の改定を踏まえながら，社会情勢の変化やまちづくりに関する課題

などに対応するため，令和２４（２０４２）年度を目標年次とした都市計画マスター

プランを新たに策定した。 

本指定方針及び指定基準の改定は，新たに策定した都市計画マスタープラン等で示

す将来像の実現に向けて，用途地域等の地域地区の指定や見直しの基本的な考え方及

び具体的な基準を示すために実施するものである。 

また，本改定では，平成２９（２０１７）年の都市緑地法等の改正により創設され

た用途地域の一つである田園住居地域についても，活用に向けて指定や見直しの基本

的な考え方及び具体的な基準を新たに示すこととする。 
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１ 策定の目的 

都市計画マスタープラン等で示す目指すべき市街地の将来像の実現に向けて，都市構

造上の位置付けなどを踏まえて，用途地域等の地域地区による土地利用誘導を進めてい

くため，本指定方針及び指定基準を定める。 

２ 調布市の目指す市街地の将来像と土地利用の考え方 

(1) 基本となる主な計画 

ア 東京都の計画 

(ｱ) 都市づくりのグランドデザイン（平成３０（２０１８）年９月） 

「都市づくりのグランドデザイン」は，２０４０年代を目標時期として「活力とゆ

とりのある高度成熟都市」を都市づくりの目標として掲げ，概成する環状メガロポリ

ス構造を最大限活用し，人・モノ・情報の交流をさらに促進するため，広域レベルの

都市構造と地域的なレベルの都市構造とともに，「個性」に着目した地域づくりと新

たな土地利用の展開について示されている。 

この計画では東京都内を４つの地域区分に再編することとし，市域は「新都市生活

創造域」に位置付けられている。「新都市生活創造域」においては，「駅を中心に機

能を集約した拠点の形成」「緑と水に囲まれたゆとりある市街地の形成」「良質で機

能的な住環境をベースとしながらも，芸術・文化，教育，産業，商業などの機能が複

合的に利用されることで，多様なライフスタイルや新たな価値を生み出す場となり，

魅力ある個性を発揮」等が将来イメージとして示されている。 

 

 

●４つの地域区分と２つのゾーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調布市 
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(ｲ) 多摩部１９都市計画 都市計画区域の整備，開発及び保全の方針

（都市計画区域マスタープラン）（令和３（２０２１）年３月） 

「都市計画区域マスタープラン」は，都市計画法第６条の２に基づき，東京都が広

域的見地から都市計画の基本的な方針として定めるもので，２０４０年代を目標年次

として，都市づくりのグランドデザインなどを踏まえ，社会経済情勢の変化や国の動

きなどを反映して，土地利用の誘導の方向・将来像，土地利用に関する主要な都市計

画の決定の方針，特色ある地域の将来像などが示されている。 

この計画では，都市づくりのグランドデザインと同様に，市域を含む調布都市計画

区域全域が「新都市生活創造域」に位置付けられるとともに，市内の各駅周辺などの

地域が「枢要な地域の拠点」「地域の拠点」「生活の中心地」に位置付けられてい

る。 

 

●都市計画区域マスタープランにおける拠点等の位置付け 

拠点等の種類 市内の地域 

枢要な地域の拠点 

（地域の拠点のうち，鉄道乗車人員が特に多い駅

周辺で区市町村マスタープランにおいて重要な

位置付けのある拠点） 

調布 

地域の拠点 

（従来の生活拠点等に加え，都市機能の集積状況

を踏まえ，鉄道乗車人員の多い駅周辺等） 

仙川 

生活の中心地 

（地域の拠点以外の駅周辺や商店街，大規模団地

など人々の活動や交流の中心の場） 

つつじヶ丘・柴崎周辺， 

布田・国領周辺，西調布，飛田給， 

京王多摩川，多摩川住宅 
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(ｳ) 集約型の地域構造への再編に向けた指針（令和４（２０２２）年３月） 

「集約型の地域構造への再編に向けた指針」は，都市づくりのグランドデザインを

踏まえ，市区町村が集約型の地域構造の再編を適切に進めていくため，目指すべき集

約型の地域構造の在り方を示すとともに，その実現に向けての検討に関する方針や誘

導方策及び支援策が示されたものである。 

 

●集約型の地域構造への再編に向けた指針 

３ 新しい日常にも対応した目指すべき集約型の地域構造の在り方 

①集約型の地域構造への再編（一部抜粋） 

・主要な駅周辺や身近な中心地に生活に必要な機能を集積させ，その徒歩圏に住宅市

街地を誘導し，歩いて暮らすことができるまちへの再構築を図るとともに，駅や中

心地から離れた地域では，みどり豊かな良質な環境を形成する。 

・集約型の地域構造へ再編する中で，主要な駅周辺等に商業，医療・福祉，サテライ

トオフィスなど生活に必要な機能を集積させ，多様なライフスタイルにも柔軟に対

応したまちへの再構築を図るとともに，子育て期の女性や高齢者，障害者などの就

業機会の増大，地域に応じたインフラや公共施設，行政サービスの見直しなども，

併せて誘導していく。 

・その際，それぞれの地域が持つ多様な個性や都市機能の集積，東京の強みである高

密度な鉄道ネットワーク，市街地の水と緑の空間などを最大限に活用することで，

にぎわいと魅力のあふれる持続可能なまちを実現していく。 

・都市機能については，主要な駅周辺や，商店街，団地，バスターミナルなどの身近

な中心地へ，商業，医療・福祉，教育・文化，行政サービスなど，様々な都市機能

の再編・集約を進め，機能的でにぎわいのある拠点を形成する。 

・駅や中心地からの徒歩圏に，多様な世代やライフスタイルに対応し，包摂的社会の

形成にも資する活力のある地域コミュニティを育む住宅市街地を誘導することによ

り，歩いて暮らすことができるまちへの再構築を図っていく。 

・道路・交通ネットワークの充実・活用により，日常の移動の利便性を確保し，誰も

が活動しやすいまちの実現を目指す。 
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イ 調布市の計画 

(ｱ) 調布市都市計画マスタープラン（令和５（２０２３）年８月策定） 

「都市計画マスタープラン」は，都市計画法第１８条の２の規定に基づき，市の都

市計画の基本的な考え方を示すものであり，市におけるまちづくりの総合的な指針と

なる計画である。令和２４（２０４２）年度を目標年次として都市計画の基本的な方

針を定めている。 

 

●策定の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●まちづくりの理念 

① “ほっとする”まちをつくる  ② 自然との共生を意識してまちをつくる 

③ 脱炭素・循環型のまちをつくる ④ 人がつなぐ，つながりあうまちをつくる 

⑤ 住み続けられるまちをつくる 

 

●将来都市像 

 

 

 

  

 都市計画
マスター
プラン 

⑧ 
上位・関連計画と
の整合 

② 
「安全・安心
（防災）」の視
点を強化 

⑦ 
各地域における住⺠
発意のまちづくりと
共創によるまちづく
りを推進 

⑨ 
「マネジメント」の視
点を取り入れたまちづ
くりの実現化方策 

⑤ 
「景観，地域活
性化」において
新たな視点に⽴
った方針 

③ 
「ゼロカーボン
シティ実現」の
視点を強化 

 ① 
「人口構造の変
化への対応」の
視点を強化 

⑥ 
駅周辺の拠点機能強
化・鉄道敷地の回遊
軸整備に伴うまちな
かの活性化 

④ 
新たな拠点と⼟地利
用の方針を示し，
「⽴地適正化計画」
を策定 

住み続けたい 緑につつまれるまち 調布 
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●まちづくりの方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２．豊かな自然環境と調和した 
うるおいのあるまち 

◆河川や崖線樹林地，農地，社寺林などの多彩なみ
どりを保全していくとともに，脱炭素社会，グリー
ンインフラの考え方を踏まえ，自然環境と調和し
た良質な都市環境の形成を図ります。 

◆公園や緑地は，多様な主体による維持管理をし，
従来の機能に加え，多様な公園・緑地の活用を促
進します。 

◆都市農地は，今後も保全を前提とするとともに，
直売所，農家レストランの設置や，学校給食にお
ける市内産野菜の提供などの S＆A（スクール ア
ンド アグリカルチャー）の活動等，都市農業の
振興に向けた取組を促進します。 

【主な関係分野】環境，住環境，景観，地域活性化 

◆鉄道駅周辺においては，京王線連続立体交差事業
を契機としたまちづくりを推進するとともに，交
通結節点としての機能強化やウォーカブルな都市
空間の創出により，多くの人が活発に交流・回遊
するまちなかを形成します。 

◆建築物の機能更新や空き家等の既存ストックを有
効に活用し，地域の居場所づくりや交流につなが
る多面的な活用の場づくりを進めるなど，地域特
性に応じたまちの魅力や価値を高める取組を推進
します。 

◆深大寺や東京スタジアム(味の素スタジアム)など
の観光交流資源周辺の移動環境の充実や回遊性の
向上により，訪れる人々の回遊を促し，市全体の
にぎわいと活力の向上につなげます。 

【主な関係分野】交通，景観，地域活性化 

３．多くの人が訪れるにぎわい・ 
活⼒あふれるまち 

４．ゆとりある都市空間の形成 
◆公園・緑地や農地などのオープンスペースの保全・創出により，人々の暮らしの

中にゆとりとうるおいをあたえるとともに，防災性の高い市街地を形成します。 

◆駅周辺などまちなかでの広場空間や歩行者空間の充実により，回遊性の向上や
滞留空間の創出を図り，だれもが安全・快適に利用できる居心地の良いまちなか
を形成します。 

 【主な関係分野】交通，環境，福祉，防災，住環境，景観，地域活性化 

１．だれもが安全・安心・快適に暮らせるまち 
◆近年，激甚化・頻発化する自然災害に対応するため，災害ハザードエリアにおける居住安全

性の確保や，自助・共助のソフト対策を組み合わせた防災対策を推進し，安心して暮らせる
まちづくりを推進します。 

◆市営団地や集合住宅等の既存住宅ストックについては，高齢者福祉機能や商業機能・子育て
支援機能の導入，バリアフリー化整備を促進し，あらゆる世代が快適に暮らせる環境整備を
推進します。 

◆歩行者中心の道路整備や，多様な移動手段に対応できる交通環境の整備，狭あい道路の解消
による避難経路の確保など，だれもが安全・快適に移動できる環境整備を推進します。 

【主な関係分野】交通，福祉，防災，住環境 
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●将来都市構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●各ゾーンの形成方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

駅周辺の活気ある商店街や大学などの文化拠点
を核として，多世代の人々が交流するまちづくり
を進めます。 

東部地域(にぎわい交流ゾーン) 

 
 

野川公園，武蔵野の森地区周辺，多摩川などを
核に，これらを緑でネットワーク化し，良好な住
宅市街地を形成します。さらに，調布基地跡地の
ふれあい，交流機能を活かしたまちづくりを進め
ます。 

⻄部地域(ふれあいゾーン) 

 
 

多摩川の水辺はくつろぎ，遊べる貴重な空間で
す。都市的利便性と快適さを備えた，健康なまち
づくりを進めます。 

南部地域(やすらぎゾーン) 

 
 

調布駅・布田駅・国領駅を中心に位置付けた中
心市街地では，旧甲州街道などの歴史や業務・商
業・文化・コミュニティなどの集積を活かし，ま
ちの中心地にふさわしい市街地の形成を図りま
す。さらに，連続立体交差事業（調布連立）の完
了によって創出された貴重な都市空間を活用し，
京王線地下化後の鉄道敷地を活用した歩行者回遊
軸の整備や，交通結節機能はもとより人々の活発
な活動を促す駅前広場の整備等により，都市空間
のさらなる質の向上に資するまちづくりを進めま
す。 

中心市街地ゾーン 

 
 

野川と湧水，雑木林と深大寺など，武蔵野の自
然と歴史を大切にし，市⺠そして都⺠のオアシス
として，緑と調和したまちづくりを進めます。 

北部地域(緑・歴史・観光ゾーン) 
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●拠点の形成方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
行政，商業，業務，文化，医療等の重要な機能が集積し，市政や市⺠⽣活の中心となる場所であり，

鉄道乗車人員が特に多い駅周辺を「中心拠点」とします。 

■調布駅周辺（中心市街地）（区域マスタープラン：枢要な地域の拠点） 
多摩地域内の主要な玄関口，交通ターミナルにふさわしい広域的な中心性を備えた拠点として位

置付け，魅力ある市街地の形成を目指します。 
駅前広場等のまちなかの公共空間等を活用し，多様な世代の活発な交流・活動を促すことで，エリ

アの価値・魅力の向上やイノベーションの創出を図るとともに，だれもが安心して快適に回遊・滞在
できる拠点を形成します。 

道路等の都市基盤施設の整備の推進・促進と市街地再開発事業等による土地の有効・高度利用を図
り，行政・商業・業務・文化・医療・学術・研究・居住等の⽣活機能がバランスよく整えられた，市
の中心として魅力ある市街地を形成します。 

中心拠点 

 
個性ある多様な都市機能や，⽣活に密着した商業等の機能が集積する，地域の核となる中心拠点以

外の各駅周辺を「地域拠点」とします。 

■仙川駅周辺（東部地域）（区域マスタープラン：地域の拠点） 
駅を中心に商業・業務・文化芸術・コミュニティ等の多様な都市機能の集積を図ります。 
周辺では，自然環境と調和する利便性とゆとりある⽣活空間を備えた良好な都市型住宅が立地す

るなど，多様なニーズに応える個性的で魅力ある拠点を形成します。 

■つつじヶ丘駅周辺（東部地域）（区域マスタープラン：⽣活の中心地） 
連続立体交差事業を見据えた交通環境の改善等により，市街地の南北一体化を図るとともに，地域

コミュニティ関連施設等の立地による多様な機能の集積を図り，にぎわいある拠点を形成します。 

■柴崎駅周辺（東部地域）（区域マスタープラン：⽣活の中心地） 
連続立体交差事業を見据えた交通環境の改善等により，市街地の南北一体化を図るとともに，駅前

広場の整備等により，交通結節機能の向上に資する利便性の高い拠点を形成します。 

■国領駅周辺（中心市街地）（区域マスタープラン：⽣活の中心地） 
調布駅及び布田駅とともに市の中心市街地を担う拠点として，既存商店街の活性化を図るととも

に，商業・業務等の多様な機能の集積により，地域の個性を活かした魅力的な拠点を形成します。 

■布田駅周辺（中心市街地）（区域マスタープラン：⽣活の中心地） 
調布駅及び国領駅とともに市の中心市街地を担う拠点として，日常⽣活に密着した商業や良好な

住宅環境を保った都市型住居の保全・誘導を図り，拠点としての機能向上を図りつつ，安全で快適な
拠点を形成します。 

■⻄調布駅周辺（⻄部地域）（区域マスタープラン：⽣活の中心地） 
都市計画道路の整備などにより交通結節機能の向上を図るとともに，地域の歴史資源と調和をと

りつつ，日常⽣活の利便性を高める様々な都市機能が集積する拠点を形成します。 

■飛田給駅周辺（⻄部地域）（区域マスタープラン：⽣活の中心地） 
日常⽣活の利便性を高める様々な都市機能の集積を図るとともに，豊かな地域資源と連携を図り

ながらにぎわいを創出し，多様な人々が行き交う魅力ある商業・業務が集積する拠点を形成します。 

地域拠点 
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地域資源を活かし，地域の人々の活発な交流や活動を促す施設周辺を「文化・交流の拠点」とします。 

■東京スタジアム(味の素スタジアム)周辺（⻄部地域） 
武蔵野の森公園などの緑につつまれ，人々が多彩なスポーツやイベントを通じて交流し，余暇を充

実して過ごせる拠点を形成するとともに，スタジアムを核に周辺地域との連携により，人々の活発な
交流や活動を促す拠点を形成します。 

■ＮＴＴ中央研修センタ，⽩百合⼥⼦⼤学及び桐朋学園（東部地域） 
地区住⺠の交流を促す活力ある拠点を形成します。 

⽂化・交流の拠点 

 
大規模団地など人々の活動や地域の交流の中心地などを「⽣活拠点」とします。 

■多摩川住宅地区周辺（南部地域）（区域マスタープラン：⽣活の中心地） 
大規模な建替えに併せて，地域のにぎわいと安心・快適に住み続けられる魅力ある居住機能の向上

及び⽣活空間の確保により，良質な住宅による多様な世代が共⽣する⽣活の拠点を形成します。 

■国領町⼋丁目地区周辺（南部地域） 
商業・業務，文化，教育，医療，福祉及び都市型住宅等の都市機能の集積を図るとともに，医療機

能・教育機能等のさらなる強化を図り，利便性の高い⽣活の拠点を形成します。 

■神代団地周辺（東部地域） 
良好な住環境を形成するとともに，多世代が安心して暮らし・交流できる拠点を形成します。 

■北部地区⼀部周辺（北部地域） 
豊かな自然環境と調和したゆとりある居住環境の保全を図るとともに，農住近接を活かした交流

の場や農産物の販売など，日常⽣活の利便性や移動手段が確保された拠点を形成します。 

生活拠点 

 
市内外の広域的な利用がある公園や河川敷を「水と緑の拠点」とします。 

■深⼤寺・神代植物公園周辺，野川公園及び多摩川河川敷 
市の魅力である豊かな自然と景観を将来にわたり守り育てていくとともに，人々のふれあいや交

流・多様な活動の受け皿となりうる拠点を形成します。 

水と緑の拠点 

■京王多摩川駅周辺（南部地域）（区域マスタープラン：⽣活の中心地） 
地域共⽣社会の充実に向けて，総合的な福祉機能や日常⽣活に密着した⽣活支援機能，駅前居住機

能などを誘導するとともに，水害に備えた避難体制の強化，駅周辺の回遊性の向上などを図りなが
ら，駅周辺にふさわしい商業を中心とした拠点を形成します。 

 
住宅に囲まれながらも農地が集まり都市と調和した農景観を形成するエリアを「農の里」とします。 

■深⼤寺北部地域（北部地域），深⼤寺・佐須地域（北部地域）及び染地・布田地域（南部地域） 
豊かな農地環境を活かし，市⺠と農のふれあいの場づくりや用水路の回復を目指すとともに，屋敷

林や社寺林等の緑を保全していくことで，武蔵野の面影を感じさせる，緑農住が融合した環境を形成
します。 

 農
みのり

の⾥（特⾊ある地域資源を有する地域） 
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●軸の形成方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
東⻄・南北の拠点をつなぎ，活発な交流や地域経済の活性化を支える，都市の骨格を成す鉄道や都

市計画道路による交通動線の軸と，それらを中心とした都市空間を「交流軸」とします。 

■京王線 
拠点相互の連携及び交流を図り，市内の⽣活利便性を確保するとともに，区部中心部等との広域的

な連携強化により，さらなる拠点性の向上に資する軸を形成します。 

■国領駅周辺から調布駅周辺まで 
連続立体交差事業による京王線地下化後の鉄道敷地を活用した緑道等の整備を進め，旧甲州街道

とともに中心市街地の回遊性を支える，歩行者がうるおいややすらぎを感じなから歩いて楽しい軸
を形成します。 

■つつじヶ丘駅周辺から柴崎駅周辺まで 
つつじヶ丘駅・柴崎駅周辺における開かずの踏切の解消に向け，当該区間における連続立体交差事

業を見据えた取組の検討を進め，駅周辺における利便性の向上や，歩行者及び自転車の安全性の確保
などを実現する軸を形成します。 

■武蔵境通り及び鶴川街道 
都市間アクセスの強化や経済の活性化に資する軸を形成します。 

交流軸 

 
調布らしい景観を形成するうえで骨格となる崖線緑地を「崖線の軸」とします。 

■国分寺崖線，仙川崖線及び布田崖線 
崖線緑地の保全等により，美しい景観や自然を感じながら回遊できる歩行者動線を活かし，身近に

緑に親しみ，⽣態系に配慮した脱炭素・循環型のまちづくりの実現に資する軸を形成します。 

崖線の軸 

 

人の流れを伴い，水と緑の拠点間及び中心市街地を連続した緑で結ぶ軸を「緑の連結軸」とします。 

■深⼤寺・神代植物公園周辺と多摩川河川敷を結ぶ軸，野川公園と多摩川河川敷を結ぶ軸 
都市計画道路の整備に併せた街路樹の植栽等の緑化を推進することで，人の流れを伴う水と緑の

拠点間及び中心市街地を結ぶネットワークとしての連続した緑の軸を形成し，快適でうるおいを感
じられる軸を形成します。 

緑の連結軸 

 

水の骨格を担う河川を活かし，人々の活発な活動や交流を促す河川を「水の軸」とします。 

■多摩川 
多摩川と河川敷の緑を感じられる歩行者，自転車道の整備等により，人々の活発な活動・交流を促

す軸を形成します。 

■野川，仙川など 
河川沿いの遊歩道等により，人の流れを伴う身近に水に親しめる軸を形成します。 

水の軸 
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(ｲ) 調布市立地適正化計画（令和５（２０２３）年８月策定，調布市） 

「調布市立地適正化計画」は，都市再生特別措置法第８１条の規定に基づき，都市

計画マスタープランで掲げる将来都市構造，土地利用の方針，まちづくりの基本方

針，地域別の整備方針の実現に向けて，集約型の地域構造への再編に向けた都市機能

の誘導やまちづくり関連施策・事業への展開を図るための計画である。 

この計画では，多様な都市機能の集積などにより，さらに都市空間の質を高めてい

く観点から，都市機能誘導区域及び誘導施設を設定し，市全体のにぎわいと活力の向

上につながる，駅周辺のまちづくりと連動した都市機能の拠点の育成，広場空間や歩

行空間の充実など，集約型の地域構造への再編に向けた取組を実施していくこととし

ている。 

 

(ｳ) 地区別・政策課題別のまちづくりの計画 

地区ごとの特性や市内全域での政策課題に対応した，きめ細やかな目標や方針，実

現化に向けた方策について定める必要がある場合には，地区別や政策課題別のまちづ

くりの計画を策定する。 

これらの計画は都市計画マスタープランで示す方針や施策を具体化するものである

ことから，用途地域等や地区計画などの都市計画の決定や見直しは，これらの計画を

踏まえて実施する。 
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(2) 土地利用誘導の基本的な考え方 

ア 土地利用の方針 

都市計画マスタープランでは，市が目指す都市の姿を実現するため，市内全域にわた

る土地利用の方針を示す「土地利用に関する基本的な方針」を定めるとともに，市内各

地域を９つの地区区分に分類したうえで土地利用の方針を示す「地区区分に応じた土地

利用の方針」を定めている。 

本指定方針・指定基準では，これらを市街地の将来像の実現に向けた土地利用誘導の

基本的な考え方として，用途地域等地域地区の指定を進めていく。 

(ｱ) 土地利用に関する基本的な方針（調布市都市計画マスタープラン

（令和５（２０２３）年８月策定）） 

●土地利用に関する基本的な方針 

 

  将来都市構造において掲げる各ゾーンの形成方針を踏まえた土地利用を誘導するとともに，
拠点や軸に位置付けた地域では，拠点や軸の形成方針の実現に資する土地利用を誘導します。 

拠点に位置付けた地域やその周辺では，多様な都市機能を誘導し，社会状況やライフスタイ
ルの変化に対応した複合的な土地利用を目指します。業務・商業等複合地区と業務・商業等
沿道地区など，中心拠点及び地域拠点に位置付けた地域やその周辺では，立地適正化計画に
おいて都市機能誘導区域として定め，商業・業務機能の誘導に限らず，拠点や軸の形成方針，
誘導施設の設定状況などを踏まえて，公共公益施設やサービス機能を有する施設，多用途・
多機能の施設，地域の課題解決に資する施設などの立地を誘導します。 
（「第２編 立地適正化計画 Ⅳ都市機能誘導区域，Ⅴ誘導施設」を参照。） 

立地適正化計画において，土砂災害特別警戒区域（災害レッドゾーン）を除く市街化区域全
域を居住誘導区域として定めるとともに，水災害リスクを有するエリアでは，立地適正化計
画の防災指針において示す取組などを実施しながら，災害に強い安全・安心なまちづくりに
資する土地利用を誘導します。 
（「第２編 立地適正化計画 Ⅲ居住誘導区域，Ⅵ防災指針」を参照。） 

住宅地における交流の場やコワーキングスペースなどの職住融合の⽣活を実現するための場
の創出など，地域コミュニティや地域の居場所づくりに資する土地利用を誘導します。 

市を特徴付ける歴史資産や映画・映像関連産業等の地域資源を活かした，産業振興・観光交
流に資する土地利用を保全・誘導します。また，市の産業を支える工場や事業所などが継続
して立地できるよう，周辺住宅地などとの調和を図りながら事業所の操業環境を支える土地
利用の保全・誘導を検討します。 

公園・緑地をはじめとした緑の計画的な保全・創出を進めます。また，農地を都市にある貴
重な緑地として捉え，持続的な営農継続への支援とともに，都市農地の持つ多面的な機能の
発揮に向けた取組など，都市農地の保全・活用を進め，緑農住が調和した土地利用を誘導し
ます。 

公共施設マネジメント計画等に位置付けた内容を踏まえ，各拠点や地域にふさわしい公共施
設の立地する土地利用を誘導します。 
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(ｲ) 地区区分に応じた土地利用の方針 

 

●土地利用方針図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
業務・商業等複合地区は，駅周辺地区において，広域交通の利便性を活かしながら，魅力的で

活気のある商業・業務機能をはじめ，公共施設，⽣活サービス施設の立地など，各拠点にふさ
わしい多様な都市機能を有する施設の複合的な集積を誘導するとともに，既存商店街の活性化
を図ります。 

バリアフリー化の促進や交通結節機能の向上を図り，駅前市街地の利便性向上を図ります。 

業務・商業等複合地区 

 
業務・商業等沿道地区は，都市計画道路等の沿道において，広域交通の利便性を活かしながら，

商業・業務機能をはじめ，⽣活サービス施設などの立地を誘導します。 

沿道建築物の耐震化・不燃化による防災性の向上を図るとともに，歩行者や自転車の安全な通
行に配慮しながら，地区計画制度などを活用し，周辺の住宅地等との調和を図ります。 

業務・商業等沿道地区 
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低層住宅を主とした市街地として，狭あい道路整備促進などによる安全な住環境への改善を図

るとともに，緑豊かなゆとりある安全・安心な住環境を維持・形成します。 

空き家等の既存ストックを活用した交流の場や，職住融合の⽣活を実現するための場の創出な
どにより，周辺住宅地等との調和を図りながら，地域コミュニティの活性化を図ります。 

農地や屋敷林が多く残る地域においては，良好な住環境と営農環境を維持・形成していくとと
もに，崖線周辺の住宅地においては，崖線の緑と連続した住環境を形成し，緑農住が調和した
緑豊かでうるおいとくつろぎのある住環境を保全します。 

低密度住宅地区 

 
共同住宅や⼾建て住宅等を主とした市街地として，ゆとりある都市型住宅と日常⽣活に必要な

⽣活利便施設が調和した，緑豊かで秩序ある住環境を形成・成熟化します。 

老朽化が進む住宅団地では，施設の更新・改善に向けたまちづくりを検討・推進します。 

住宅市街地を抜ける幹線道路や主要な⽣活道路沿道においては，後背地の低層住宅地の住環境
との調和を図りながら，日常⽣活サービスなどを扱う⽣活利便施設の立地を誘導します。 

中密度住宅地区 

 
工場等の立地・誘導，広域交通の利便性を活かした流通業務等の促進を基本としつつ，社会・

経済情勢の変化に伴う土地利用転換に当たっては，地区計画や特別用途地区等の制度を活用
し，適切な土地利用を誘導します。 

既に工場と住宅が混在している地区は，既存工場と住環境が調和した市街地環境の形成を図り
ます。 

住工共存地区 

 
市を特徴付ける歴史的資産や映画・映像関連施設等の地域資源については，産業振興・観光交

流の拠点として，土地利用を推進します。 

スポーツ施設などのレクリエーション施設については，広域的な憩い・親しみ・交流の場とし
て活用・保全を推進します。 

スポーツ・産業・観光交流地区 

 
良好な都市環境を形成するうえで重要な要素として，各種制度を活用しながら，積極的な保全

に努めます。 

都市計画公園・緑地等が計画されている地区は，地元意向等を踏まえた整備を推進します。 

公園・緑地地区 

 
地域固有の資源として周辺環境と調和した秩序ある公共的な土地利用を推進します。 

文教・研究関連施設の機能充実を推進します。 

⽂教・研究施設地区 

 
周辺環境に配慮しながら，公共的な施設の機能や都市⽣活を支える処理施設の機能の維持・適

正な配置を推進します。 

⼤規模公共利用施設 
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３ 用途地域等地域地区の指定方針 

(1) 用途地域等に関する設定方針 

目指すべき市街地像を実現するため，都市計画マスタープランに示される土地利用の

方針におけるそれぞれの地区の特性に応じた方針を示す。 

なお，指定にあたっては，道路・鉄道等の整備状況や市街地開発事業等の進捗状況等

を考慮する。また，用途地域以外の地域地区や地区計画を併用して，街並みや環境に配

慮するものとする。 

ア 住宅地 

居住機能の充実，住環境の維持・改善，ゆとりある住宅地の形成など，住宅地の分類

に応じた適切な用途地域を指定する。 

(ｱ) 低密度住宅地区 

低層住宅地として良好な住環境の保護を図る区域は，原則として第一種低層住居専

用地域を指定する。また，日用品販売店舗の立地を許容する区域は，第二種低層住居

専用地域を指定する。 

また，これらの区域のうち，特色ある地域資源を活かした土地利用を推進する区域

は，良好な住環境を害する恐れのないよう留意したうえで，特別用途地区の指定等を

検討する。 

 

(ｲ) 中密度住宅地区 

中高層住宅地の住環境の保護を図る区域は，原則として第一種中高層住居専用地域

を指定する。また，中小規模の店舗や事務所の立地を許容する区域は，第二種中高層

住居専用地域を指定する。 

行政施設，病院等の公共公益施設の立地を誘導する区域や商業地域に接するなど用

途が混在する区域で住環境の保護を図る区域は，第一種住居地域を指定する。また，

大規模な店舗や事務所が混在する区域は，第二種住居地域を指定する。 

住宅市街地を抜ける幹線道路や主要な生活道路沿道で生活利便施設の立地を誘導す

る区域は，原則として第一種中高層住居専用地域，第二種中高層住居専用地域を指定

する。 

また，これらの区域のうち，特色ある地域資源を活かした土地利用を推進する区域

は，良好な住環境を害する恐れのないよう留意したうえで，特別用途地区の指定等を

検討する。 

 

(ｳ) 農地と調和した住宅地 

低密度住宅地区又は中密度住宅地区のうち，低層住宅と農地が混在し，両者の調和

により良好な住環境と営農環境の形成を図るとともに，永続的な農地の保全・活用を

図る区域では，田園住居地域の指定を検討する。 

また，この区域のうち，特に，広くまとまった農地を中心として緑農住が調和した

豊かな田園風景の保全・形成を図る区域や，農地を活用しながら農業生産に関連する

新たな取組（農業の高度化・６次産業化の誘導支援など）を行う施設を誘導する区域
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では，積極的に田園住居地域の指定を検討する。 

なお，これらの区域では田園住居地域の指定に代えて，地区計画農地保全条例制度

を活用することも考えられる。 

 

イ 業務・商業地（業務・商業を中心とした複合市街地） 

上位計画等で示す複合的な土地利用の実現に向けて，立地適正化計画で定める都市機

能誘導区域の設定や誘導施設の誘導と併せて，商業・業務機能の誘導とともに，公共公

益施設やサービス機能を有する施設，多用途・多機能の施設，地域の課題解決に資する

施設などの立地を誘導する。 

(ｱ) 業務・商業等複合地区 

都市計画マスタープランにおける「中心拠点」及び「地域拠点」において，広域交

通の利便性を活かしながら，商業・業務機能を有する施設のほか，公共施設，生活サ

ービス施設など各拠点にふさわしい多様な都市機能が集積する区域及び集積を図る区

域は，商業地域又は近隣商業地域を指定する。 

 

(ｲ) 業務・商業等沿道地区 

主要幹線道路沿いにおいて，商業・業務機能を有する施設のほか，生活サービス施

設などの立地を誘導する区域は，原則として近隣商業地域を指定する。 

住居専用地域を貫通する幹線道路沿いの区域で特に後背地の住環境の保護を図る区

域は，第一種住居地域を指定し，第一種住居地域を貫通する幹線道路沿いの区域で後

背地の住環境の保護を図る区域は，第二種住居地域を指定する。 

道路の沿道において自動車関連施設などの立地を誘導し，これと調和した住環境の

保護を図る区域は準住居地域を指定する。 

 

ウ 工業地 

(ｱ) 住工共存地区 

既存の産業機能が集積した地域の活力を維持し，地場産業などが集積した住工混在

地域などの既存のストックを活かした産業機能の育成を図るべき区域，幹線道路沿道

等の流通業務施設等の立地を誘導する区域は，準工業地域を指定する。 

また，住宅と工場の混在する区域は，住環境の保護に配慮しつつ準工業地域を指定

する。指定にあたっては，地区計画や特別用途地区などを活用し，住工の調和した市

街地が形成されるように配慮する。 
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エ その他 

(ｱ) スポーツ・産業・観光交流地区 

スポーツ施設などのレクリエーション施設の立地を誘導する区域，歴史的資産や映

画・映像関連施設等の地域資源を活かした土地利用を推進する区域は，施設の特性な

どを踏まえた適切な用途地域を指定する。 

また，これらの区域のうち，住宅地に隣接するなど周辺の住環境への配慮が必要な

区域においては，地区計画や特別用途地区などの活用を検討し，住環境と調和した市

街地が形成されるように配慮する。 

 

(ｲ) 公園・緑地地区 

都市計画公園・緑地として，まとまった公園・緑地の整備・保全を誘導する区域

は，施設の特性などを踏まえて，第一種低層住居専用地域など適切な用途地域を指定

する。 

また，低密度住宅地区や中密度住宅地区などの周辺と一体的な市街地の形成を図る

区域は，周辺の指定状況を踏まえた適切な用途地域を指定する。 

 

(ｳ) 文教・研究施設地区 

周辺環境と調和した秩序ある公共的な土地利用を推進するため，学校等の文教施設

の立地を誘導する区域は，原則として第一種中高層住居専用地域を指定する。 

ただし，学校等の文教施設の立地を誘導するとともに，低密度住宅地区などの周辺

と一体的な市街地の形成を図る区域は，周辺の指定状況を踏まえた適切な用途地域を

指定する。 

研究施設の立地を誘導する区域は，施設の特性などを踏まえて，第一種住居地域な

ど適切な用途地域を指定する。 

 

(ｴ) 大規模公共利用施設 

大規模公共利用施設の立地を誘導する区域は，施設の特性などを踏まえて，準工業

地域など適切な用途地域を指定する。 
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(2) その他の地域地区の活用方針 

特別用途地区，高度地区，防火地域及び準防火地域並びにその他の地域地区を有効に

活用し，地域資源を活かした土地利用の保全・誘導，防災性の向上，良好な街並み景観

の形成など，地域の特性を活かして目標とする市街地像へ誘導を図る。 

ア 特別用途地区 

特別用途地区については，市の創意工夫により種類と規制内容を定めることができる

ことから，土地利用の増進や環境の保護などの特別の目的を実現するため，用途地域を

補完し，特定の建築物の用途等を制限又は緩和することが必要な区域について，積極的

に活用を図る。 

特に，地域資源を活かした産業振興・観光交流に資する土地利用の保全・誘導を図る

区域や，低層住宅地として良好な環境を維持しながら，点在する空き家等の既存ストッ

クを活用した交流の場の創出など職住融合の生活の実現を図る区域は，良好な市街地の

環境を害する恐れのないよう留意したうえで，特別用途地区の活用を検討する。 

 

イ 高度地区 

住環境の保護や良好な都市環境の形成を図るため，基本となる用途地域との整合に留

意し，それぞれの市街地の特性に応じて高度地区を指定する。 

・主として居住環境の保全を図る場合は，斜線制限型高度地区 

・主として街並み景観の形成を図る場合は，絶対高さを定める高度地区 

・居住環境の保全及び街並み景観の形成を図る場合は，斜線制限型高度地区の斜線勾

配を一定の高さに留め，建物の最高高さを制限する高度地区 

なお，土地の高度利用を図る観点から，４００％以上の容積率が指定された区域につ

いては斜線制限型高度地区を指定しないものとする。ただし，路線式指定の区域で，特

に住環境の保護を図る必要がある場合は指定することができる。 

 

ウ 高度利用地区 

土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため，「東京都高度利用地

区指定方針及び指定基準」に基づき，市街地の特性を踏まえた適切な土地利用を誘導す

る。 

 

エ 防火地域及び準防火地域 

市街地の防災性を高めるため，原則として，建蔽率５０％以上の区域は準防火地域，

容積率４００％以上の区域は防火地域に指定する。 

 

オ その他の地区 

風致地区等その他の地区は，それぞれの基準等により適切に定めるものとする。 
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(3) 用途地域等の変更及び決定にあたって留意すべき事項 

ア 用途地域等の適時適切な見直し 

目標とする市街地像を実現するため，社会状況の変化による土地利用の動向，都市計

画事業等の進捗状況，都市基盤等の公共公益施設の整備状況等に応じ，適時適切に用途

地域等を見直す。 

なお，都市計画道路，生活道路等の整備に伴う用途地域等の変更は，供用開始の時期

や事業の執行を見据えて道路として指定される時期（建築基準法第４２条第１項第４号

道路指定時）等を捉え，沿道土地利用を推進するために必要な時期に適切に見直す。 

 

イ 地区計画の原則化 

用途地域等の変更にあたっては，都市機能の更新，住環境の保全など地区の課題にき

め細かく対応し，地域の特性に応じた目指すべき市街地像を実現するため，必要な事項

を原則として地区計画に定める。 

道路等の公共施設を伴った土地の有効利用を誘導するため，容積率の制限を緩和する

場合には，誘導容積型を活用し，統一的な街並みを誘導しつつ，地区内に適切な幅員の

道路を確保する場合には，街並み誘導型を活用するなど，地区それぞれの固有の状況や

課題に応じた地区整備計画の特例制度の活用を検討する。 

ただし，下記に示す容積率や建蔽率の低減や，地形地物の変化による用途地域の変更

など市街地環境に及ぼす影響が想定されない場合は地区計画を定めないことができるも

のとする。 

(ｱ) 地区計画を伴わない用途地域の変更について 

以下に示す地区で周辺の環境に大きな影響を与えないものについては，地区計画を

定めることなく用途地域の変更を行うことができる。 

a 用途地域の境界の基準としていた地形地物が変更した地区 

建築物の用途の制限や斜線制限による形態規制などの集団規定が緩和される場合

は，周辺環境に与える影響が軽微であること。 

b 再開発等促進区を定める地区計画に基づき土地利用転換が完了した地区 

c 事業中又は整備が完了した都市計画道路等の沿道地区 

目標とする市街地像の実現手段が都市計画マスタープランなどの上位計画に明記

されており，地区計画によらず他の都市計画によって，目標とする市街地像の実現

が担保できること。また，都市計画道路等の整備を契機に市街地環境が改善するな

ど，地区計画により地区施設を定める必要がないこと。 

d 都市計画を伴わずに土地利用が転換した地区 

土地利用転換の方針が都市計画マスタープランなどの上位計画に明記されてお

り，建築物の用途の制限や斜線制限による形態規制などの集団規定が強化され，市

街地環境の悪化を伴わないこと。 

e 建築物の建替えによる不燃化を促進すべき地区 

現行の建蔽率では既存建築物と同規模程度の建築物への建替えが困難な敷地が連

担している地域であり，かつ，建蔽率の引上げにより建築物の建替えが促進され，

細街路の拡幅等，市街地環境の改善が見込まれる地域であること。また，対象地域
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において，生活道路，細街路，防災広場等の地域に必要な基盤の整備に関する取組

方針が定まっているとともに，段階的な地区計画の策定を検討するなど，総合的な

防災まちづくりの取組があること。 

f 公園等の都市施設の土地利用の誘導等を図るべき地区 

都市計画マスタープランなどの上位計画により，目標とする市街地像が明確とな

っており，地区計画によらず他の都市計画等によって，適切な土地利用の実現が担

保できること。また，土地利用の実現の必要性と確実性があり，周辺市街地を含め

て地区計画策定の必要性がないと認められること。 

 

ウ 区域の設定 

(ｱ) 区域の境界線等 

第一種低層住居専用地域，第二種低層住居専用地域，第一種中高層住居専用地域又

は第二種中高層住居専用地域と商業地域とは，原則として相互に接して指定しないも

のとする。 

また，住居系用途地域と路線式商業系用途地域が隣接する場合など，隣接する用途

地域相互の容積率の差が過大にならないよう配慮して設定するものとする。 

用途地域等の区域の境界線は，道路，鉄道，河川その他の地形地物等，土地の範囲

を明示するために適当なものを境界線とする。ただし，幹線道路沿道など地域の特性

によりこれにより難い場合は，路線式指定とすることができるものとする。 

なお，地形地物等により難い場合は，市街地再開発事業境界，行政界などを境界線

とすることができる。 

 

(ｲ) 標準面積及び路線式指定の区域 

用途地域等の最小標準面積は，「指定基準」に示された数値を原則とするが，都市

計画事業や，特別用途地区，地区計画等により計画的な市街地の整備を図る区域，比

較的規模の大きい供給処理施設等の公共施設の区域については，指定基準の数値によ

らないことができる。 

また，用途地域等を路線式指定とする場合，原則として，その区域の幅は道路境界

線より２０ｍとする。ただし，おおむね１５ｍ以上の幅員を有する道路沿いの区域を

路線式指定とする場合は，延焼遮断帯形成など土地利用の目標，地域の特性及び周辺

の土地利用等を勘案し，その区域の幅は道路境界線より３０ｍとすることができる。 

 

エ その他 

(ｱ) 一団地の住宅施設 

一団地の住宅施設の都市計画が指定されている大規模な住宅団地においては，地域

に必要な道路，公園及び緑の保全など骨格的な事項を定めたうえで，原則として一団

地の住宅施設の都市計画を廃止し，周辺地区の状況も勘案した地区計画への移行を促

進する。 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
用途地域等に関する指定基準 
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１ 用途地域等に関する指定基準 

 

(1) 第一種低層住居専用地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため

定める地域 

(1) 良好な低層住宅地として，その環境を保護する

区域 

(2) 土地区画整理事業その他の市街地開発事業等に

より低層住宅地として，面的な市街地整備を図る

区域 

２．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとおりと

する。 

３．外壁の後退距離 

外壁の後退距離は，必要な区域について１．５ｍ

又は１ｍに指定する。ただし，地区計画により異な

る数値を定めることができる。 

４．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

５．高度地区 

第一種高度地区に指定する。 

６．防火地域及び準防火地域 

建蔽率５０％以上の区域は準防火地域に指定す

る。ただし，公共施設の整備された区域で延焼のお

それの低い区域については，この限りでない。 

また，延焼の防止を図る必要のある区域について

は，建蔽率４０％の区域についても指定することが

できる。 

 

 

 

 

７．建築物の高さの最高限度 

建築物の高さの最高限度は，１０ｍに指定する。 

 

８．規模 

おおむね５ｈａ以上とし，形状は整形とする。た

だし，第二種低層住居専用地域と隣接する区域又は

地区計画等による区域は，この限りでない。 

また，建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選定

はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

９．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，良好な住環境を維

持するため，敷地面積の最低限度，区域の道路等公

共施設の整備水準に応じた壁面の位置，容積率の最

高限度等に関する事項や壁面後退部分の緑化等に関

する事項を必要に応じて定めることとする。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率 

（％） 

容積率 

（％） 

建築物の高さ

の最高限度

（ｍ） 

（注１） 

用途地域の指定

に合わせて導入

を検討すべき事

項（注２） 

１．環境良好な一般的な低層住宅地として将来と

もその環境を保護すべき区域 

４０ 

５０ 

８０ １０  

１００ 敷 

２．農地等が多く，道路等の都市基盤が未整備な

区域，良好な樹林地等の保全を図る区域又は

まとまった都市計画公園・緑地等の区域 

３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

１０  

３．地区計画等において，敷地規模及び壁面の位

置，敷地内の道路沿いの壁面後退部分の緑化

に関する事項等住宅地の環境の向上に寄与す

る事項が定められた区域，駅周辺において整

備された幹線道路に囲まれた低層住宅地で良

好な住環境を維持しつつ土地の有効利用を図

るべき区域，又は道路等の公共施設が整備さ

れた区域 

５０ 

 

１００ 

 

１０ 敷 

 

 

（注１） 日影による中高層建築物の高さの限度については，「東京都日影による中高層建築物の高さの制限

に関する条例」に基づくものとする（商業地域を除く。以下同様。）。 

 

（注２） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(2) 第二種低層住居専用地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

主として低層住宅に係る良好な住居の環境を保護

するため定める地域 

(1) 良好な低層住宅地の環境を保護しつつ，日用品

販売店舗等の利便施設等が立地している区域又は

計画的に立地を図る区域 

(2) 主要な生活道路沿いの区域で，良好な低層住宅

地の環境を保護する区域 

 

２．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとお

りとする。 

 

３．外壁の後退距離 

外壁の後退距離は，必要な区域について１．５ｍ

又は１ｍに指定する。ただし，地区計画により異な

る数値を定めることができる。 

 

４．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

 

５．高度地区 

第一種高度地区に指定する。 

 

６．防火地域及び準防火地域 

建蔽率５０％以上の区域は準防火地域に指定す

る。ただし，公共施設の整備された区域で延焼のお

それの低い区域については，この限りでない。 

また，延焼の防止を図る必要のある区域について

は，建蔽率４０％の区域についても指定することが

できる。 

 

７．建築物の高さの最高限度 

建築物の高さの最高限度は，１０ｍ又は１２ｍに

指定する。 

 

 

 

 

８．規模 

おおむね１ｈａ以上とし，形状は整形とする。た

だし，第一種低層住居専用地域と隣接する区域又は

路線式指定とする区域は，この限りでない。 

 

９．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，良好な住環境を維

持するため，敷地面積の最低限度，区域の道路等公

共施設の整備水準に応じた壁面の位置，容積率の最

高限度等に関する事項や壁面後退部分の緑化等に関

する事項を必要に応じて定めることとする。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率 

（％） 

容積率 

（％） 

建築物の高

さの最高限

度（ｍ） 

用途地域の指定

に合わせて導入

を検討すべき事

項（注） 

１．環境良好な低層住宅地で，小規模な店舗等が

立地している区域又は計画的な立地を図る区

域で，その環境を保護する区域 

４０ 

５０ 

８０ １０  

１００ 敷 

２．環境良好な低層住宅地の主要な生活道路沿い

で，小規模な店舗等が立地している区域又は

計画的な立地を図る区域で，その環境を保護

する区域 

４０ 

５０ 

８０ １０  

１００ 敷 

３．地区計画等において，敷地規模及び壁面の位

置，敷地内の道路沿いの壁面後退部分の緑化

に関する事項等住宅地の環境の向上に寄与す

る事項が定められた区域，駅周辺において整

備された幹線道路に囲まれた低層住宅地で良

好な住環境を維持しつつ土地の有効利用を図

るべき区域又は道路等の公共施設が整備され

た区域であって，小規模な店舗等が立地又は

計画的な立地を図る区域で，その環境を保護

する区域 

５０ 

６０ 

１００ １０ 敷 

１５０ １０ 

１２ 

敷・壁 

 

 

 

 

 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(3) 第一種中高層住居専用地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するた

め定める地域 

(1) 良好な中高層住宅地として，その環境を保護す

る区域 

(2) 土地区画整理事業その他の市街地開発事業等に

より道路，下水道，公園等が整備された区域で，

住環境の保護を図りつつ住宅を中高層化する区域 

(3) 低層住居専用地域を貫通する主要な道路沿い

で，特に後背地の良好な環境を保護すべき区域 

 

２．容積率 

原則として２００％以下とする。 

ただし，特に高度利用を図ることが必要な区域は

３００％とする。 

 

３．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとおりと

する。 

 

４．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

 

５．高度地区 

(1) 容積率１５０％以下の区域は，原則として  

１５ｍ第一種高度地区に指定する。ただし，地域

の特性に応じて１５ｍ第二種高度地区に指定する

ことができる。 

(2) 容積率２００％以上の区域は，原則として  

２５ｍ第二種高度地区に指定する。ただし，地域

の特性に応じて２５ｍ第一種高度地区に指定する

ことができる。 

 

 

 

 

６．防火地域及び準防火地域 

原則として準防火地域に指定する。ただし，容積

率２００％以上の区域で市街地の安全性の向上を図

る区域は，防火地域に指定することができる。 

 

７．規模 

おおむね３ｈａ以上とし，形状は整形とする。た

だし，第二種中高層住居専用地域と隣接する区域又

は路線式指定とする区域は，この限りではない。 

また，建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選定

はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

８．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，良好な中高層住宅

地としてその環境の整備を図るため，敷地面積の最

低限度，壁面の位置等に関する事項や壁面後退部分

の緑化等に関する事項を必要に応じて定めることと

する。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率 

（％） 

容積率 

（％） 

用途地域の指定に合

わせて導入を検討す

べき事項（注） 

１．良好な中高層住宅地として，その環境を保護する区域又

は開発，整備する区域 

５０ 

６０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

敷 

２．中心拠点及び地域拠点の周辺の区域で，良好な中高層住

宅地化を図るべき区域 

６０ ２００ 

３００ 

敷・壁 

３．学校，病院等の公共公益施設が立地する区域で，周辺の

良好な住宅地の環境を保護すべき区域 

５０ 

６０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

 

４．第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域を

貫通する主要な道路沿いで，特に後背地の良好な環境を

保護すべき区域 

６０ １５０ 

２００ 

敷 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(4) 第二種中高層住居専用地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

主として中高層住宅に係る良好な住居の環境を保

護するため定める地域 

(1) 中規模な店舗等の立地を許容しつつ良好な中高

層住宅地の環境を保護する区域 

(2) 土地区画整理事業その他の市街地開発事業等に

より道路，下水道，公園等が整備された区域で，

住環境の保護を図りつつ住宅を中高層化する区域 

(3) 第一種中高層住居専用地域等を貫通する主要な

道路沿いで，特に後背地の良好な環境を保護すべ

き区域 

 

２．容積率 

原則として２００％以下とする。 

ただし，特に高度利用を図ることが必要な区域は

３００％とする。 

 

３．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとおりと

する。 

 

４．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

 

５．高度地区 

(1) 容積率１５０％以下の区域は，原則として  

１５ｍ第一種高度地区に指定する。ただし，地域

の特性に応じて１５ｍ第二種高度地区に指定する

ことができる。 

(2) 容積率２００％以上の区域は，原則として  

２５ｍ第二種高度地区に指定する。ただし，地域

の特性に応じて２５ｍ第一種高度地区に指定する

ことができる。 

 

 

 

 

６．防火地域及び準防火地域 

原則として準防火地域に指定する。ただし，容積

率２００％以上の区域で市街地の安全性の向上を図

る区域は，防火地域に指定することができる。 

 

７．規模 

おおむね３ｈａ以上とし，形状は整形とする。た

だし，第一種中高層住居専用地域と隣接する区域又

は路線式指定とする区域は，この限りではない。 

また，建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選定

はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

８．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，良好な中高層住宅

地としてその環境の整備を図るため，敷地面積の最

低限度，壁面の位置等に関する事項や壁面後退部分

の緑化等に関する事項を必要に応じて定めることと

する。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率 

（％） 

容積率 

（％） 

用途地域の指定に合

わせて導入を検討す

べき事項（注） 

１．第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域を

貫通する広幅員の主要な道路，かつ，十分な歩道空間が

確保されている道路沿いで，後背地の良好な環境を保護

すべき区域 

５０ 

６０ 

１５０ 

２００ 

敷 

２．第一種中高層住居専用地域を貫通する主要な道路沿い

で，特に後背地の良好な住環境を保護すべき区域 

３．中高層住宅地として開発，整備する区域又はすでに中高

層住宅地として整備されている区域で，住民の日常生活

の利便から中規模な店舗等の立地を図る区域 

４．中心拠点及び地域拠点の周辺の区域であって，良好な中

高層住宅地化を図る区域で，住民の日常生活の利便から

中規模な店舗等の立地を図る区域 

５０ 

６０ 

２００ 

３００ 

敷・壁 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(5) 第一種住居地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

住居の環境を保護するため定める地域 

(1) 商業地又は工業地に接する区域等，用途が混在

しているが，住環境を保護する区域 

(2) 住居専用地域を貫通する幹線道路沿いの区域

で，特に後背地の住環境を保護すべき区域 

 

２．容積率 

原則として２００％以下とし，高度利用を図る区

域は３００％とする。 

 

３．建蔽率 

原則として６０％とする。ただし，地域の特性に

応じて５０％とすることができる。 

 

４．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとおりと

する。 

 

５．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

 

６．高度地区 

(1) 容積率１５０％以下の区域は，原則として  

１５ｍ第一種高度地区に指定する。ただし，地域

の特性に応じて１５ｍ第二種高度地区に指定する

ことができる。 

(2) 容積率２００％以上の区域は，原則として  

２５ｍ第二種高度地区に指定する。ただし，地域

の特性に応じて２５ｍ第一種高度地区に指定する

ことができる。 

 

７．防火地域及び準防火地域 

原則として準防火地域に指定する。ただし，容積

率２００％以上の区域で市街地の安全性の向上を図

る区域は，防火地域に指定することができる。 

 

 

 

 

８．規模 

おおむね３ｈａ以上とし，形状は整形とする。た

だし，道路沿いに路線式指定とする区域は，この限

りではない。 

また，建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選定

はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

９．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，目標とする市街地

像を実現するため，用途，敷地面積の最低限度，壁

面の位置等に関する事項や壁面後退部分の緑化等に

関する事項を必要に応じて定めることとする。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率 

（％） 

容積率 

（％） 

用途地域の指定に合

わせて導入を検討す

べき事項（注） 

１．商業地又は工業地に接する区域等，用途が混在している

が，住環境を保護する区域 

５０ 

６０ 

１５０ 

２００ 

用・敷 

２．行政施設，学校，病院等の公共公益施設が立地する区域

で，周辺の住環境を保護すべき区域 

３．おおむね１２ｍ以上の幅員の道路沿いの区域又は中心拠

点若しくは地域拠点の周辺等の区域 

５０ 

６０ 

２００ 

３００ 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(6) 第二種住居地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

主として住居の環境を保護するため定める地域 

(1) 大規模な店舗，事務所等が混在している住宅地

で，住環境を保護する区域 

(2) 第一種住居地域等を貫通する幹線道路沿いの区

域で，住環境を保護すべき区域 

 

２．容積率 

原則として２００％以下とし，高度利用を図る区

域は３００％とする。 

 

３．建蔽率 

原則として６０％とする。ただし，地域の特性に

応じて５０％とすることができる。 

 

４．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとおりと

する。 

 

５．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

 

６．高度地区 

(1) 容積率１５０％以下の区域は，原則として  

１５ｍ第一種高度地区に指定する。ただし，地域

の特性に応じて１５ｍ第二種高度地区に指定する

ことができる。 

(2) 容積率２００％以上の区域は，原則として  

２５ｍ第二種高度地区に指定する。ただし，地域

の特性に応じて２５ｍ第一種高度地区に指定する

ことができる。 

 

７．防火地域及び準防火地域 

原則として準防火地域に指定する。ただし，容積

率２００％以上の区域で市街地の安全性の向上を図

る区域は，防火地域に指定することができる。 

 

 

 

 

８．規模 

おおむね３ｈａ以上とし，形状は整形とする。た

だし，道路沿いに路線式指定とする区域は，この限

りではない。 

また，建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選定

はおおむね１ｈａ以上とする。 

 

９．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，目標とする市街地

像を実現するため，用途，敷地面積の最低限度，壁

面の位置等に関する事項や壁面後退部分の緑化等に

関する事項を必要に応じて定めることとする。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率 

（％） 

容積率 

（％） 

用途地域の指定に合

わせて導入を検討す

べき事項（注） 

１．大規模な店舗，事務所等が混在している住宅地で，住環

境を保護する区域 

５０ 

６０ 

１５０ 

２００ 

用・敷 

２．おおむね１２ｍ以上の幅員の道路沿いの区域又は中心拠

点若しくは地域拠点の周辺等の区域 

５０ 

６０ 

２００ 

３００ 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(7) 準住居地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務

の利便の増進を図りつつ，これと調和した住居の環

境を保護するため定める地域 

(1) 住宅地を貫通する幹線道路等の沿道のうち，自

動車関連施設等が立地している区域又は計画的に

立地を図る地域で，住環境を保護する区域 

 

２．容積率 

原則として２００％とし，高度利用を図る区域は

３００％とする。 

 

３．建蔽率 

原則として６０％とする。ただし，地域の特性に

応じて５０％とすることができる。 

 

４．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとおりと

する。 

 

５．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

 

６．高度地区 

原則として，２５ｍ第二種高度地区に指定する。

ただし，地域の特性に応じて２５ｍ第一種高度地区

に指定することができる。 

 

７．防火地域及び準防火地域 

原則として準防火地域に指定する。ただし，市街

地の安全性の向上を図る区域は，防火地域に指定す

ることができる。 

 

 

 

 

８．規模 

おおむね１ｈａ以上とする。 

 

９．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，目標とする市街地

像を実現するため，用途，敷地面積の最低限度，壁

面の位置等に関する事項や壁面後退部分の緑化等に

関する事項を必要に応じて定めることとする。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率 

（％） 

容積率 

（％） 

用途地域の指定に合

わせて導入を検討す

べき事項（注） 

１．道路沿いに自動車関連施設等が立地している区域 ５０ 

６０ 

２００ 用・敷 

２．住宅地を貫通するおおむね１２ｍ以上の幅員の道路沿い

の区域において自動車関連施設等が立地している区域又

は計画的な立地を図る区域であって，住居の環境の保護

を図る必要がある区域 

５０ 

６０ 

２００ 

３００ 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(8) 田園住居地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

農業の利便の増進を図りつつ，これと調和した低

層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定め

る地域 

(1) 低層住宅と農地が混在し，両者の調和により良

好な居住環境と営農環境の形成を図る区域 

(2) 広くまとまった農地を中心として緑農住が調和

した豊かな田園風景の保全・形成を図る区域 

(3) 農地を活用しながら農業生産に関連する新たな

取組を行う施設の立地を誘導する区域 

 

２．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとおりと

する。 

 

３．外壁の後退距離 

外壁の後退距離は，必要な区域について１．５ｍ

又は１ｍに指定する。ただし，地区計画により異な

る数値を定めることができる。 

 

４．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

 

５．高度地区 

原則として，第一種高度地区に指定する。ただ

し，容積率１５０％以上の区域については，第二種

高度地区に指定することができる。 

 

６．防火地域及び準防火地域 

建蔽率５０％以上の区域は準防火地域に指定す

る。ただし，公共施設の整備された区域や農地が混

在し延焼のおそれの低い区域については，この限り

でない。 

また，延焼の防止を図る必要のある区域について

は，建蔽率４０％の区域についても指定することが

できる。 

 

 

 

 

７．建築物の高さの最高限度 

建築物の高さの最高限度は，１０ｍ又は１２ｍに

指定する。 

 

８．規模 

おおむね１ｈａ以上とし，形状は整形とする。た

だし，低層住居専用地域と隣接し，指定する区域の

農地が良好な住環境の形成に寄与する場合は，この

限りでない。 

 

９．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，良好な住環境と営

農環境を維持するため，用途，敷地面積の最低限

度，壁面の位置等に関する事項や壁面後退部分の緑

化等に関する事項を必要に応じて定めることとす

る。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率 

（％） 

容積率 

（％） 

建築物の高

さの最高限

度（ｍ） 

用途地域の指定

に合わせて導入

を検討すべき事

項（注） 

１．環境良好な一般的な低層住宅地と農地が混在

し，両者が調和して良好な居住環境と営農環

境を形成している区域 

４０ 

５０ 

８０ １０ 用 

１００ 用・敷 

２．農地等が多く，道路等の都市基盤が未整備な

区域 

３０ 

４０ 

６０ １０ 用 

３．地区計画等により道路等がある程度整備され

ている区域又は用途地域や地区計画等におい

て，敷地規模や壁面の位置など，居住環境と

営農環境の向上に寄与する事項が定められた

区域 

５０ 

６０ 

１００ １０ 用・敷 

１５０ 

２００ 

１０ 

１２ 

用・敷・壁 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(9) 近隣商業地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行う

ことを主たる内容とする商業その他の業務の利便を

増進するため定める地域 

(1) 中心拠点若しくは地域拠点の区域又はそれらの

周辺の区域 

(2) 日常購買品を扱う店舗を主体とした区域 

(3) 幹線道路沿いで，沿道にふさわしい業務施設等

が立地している区域又は計画的に立地を図る区域 

 

２．容積率 

(1) 原則として３００％とする。 

(2) 中心拠点，地域拠点又は幹線道路沿いの区域

で，高度利用を図る区域は４００％を指定するこ

とができる。 

(3) 第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専

用地域に囲まれた区域は原則として２００％とす

る。 

 

３．建蔽率 

原則として８０％とする。ただし，地域の特性に

応じて６０％とすることができる。 

 

４．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとおりと

する。 

 

５．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

 

６．高度地区 

(1) 容積率２００％の区域は，原則として第二種高

度地区に指定する。 

(2) 容積率３００％の区域は，原則として第三種高

度地区に指定する。ただし，地域の特性に応じて

３１ｍ高度地区に指定することができる。 

 

 

 

 

７．防火地域及び準防火地域 

容積率４００％の区域は，防火地域に指定する。

その他の区域は，準防火地域に指定する。ただし，

容積率３００％以下の区域で市街地の安全性の向上

を図る区域は，防火地域に指定することができる。 

 

８．規模 

おおむね０．５ｈａ以上とする。ただし，商業地

域に隣接する区域又は道路沿いに路線式指定とする

区域は，この限りではない。 

 

９．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，目標とする市街地

像を実現するため，用途，敷地面積の最低限度，壁

面の位置等に関する事項や，壁面後退部分の緑化等

に関する事項を必要に応じて定めることとする。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率

（％） 

容積率

（％） 

集団，路

線式の別 

用途地域の指定に合わせ

て導入を検討すべき事項

（注） 

１．日常購買品を扱う店舗を主体とした区域

若しくは計画的に立地を図る区域，又は

生活利便性の向上による地域活性化を図

る区域 

６０ 

８０ 

２００ 

３００ 

集団又は

路線式 

用・敷 

２．幹線道路沿いで，沿道にふさわしい業務

施設等が立地している区域又は計画的に

立地を図る区域 

６０ 

８０ 

２００ 

３００ 

路線式 

３．中心拠点若しくは地域拠点の区域又はそ

れらの周辺の区域 

６０ 

８０ 

２００ 

３００ 

集団 

４００ 用・敷・壁 

４．上記２．の区域で，おおむね１６ｍ以上

の幹線道路沿いで高度利用を図る区域 

６０ 

８０ 

４００ 路線式 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(10) 商業地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

主として商業その他の業務の利便を増進するため

定める地域 

(1) 中心拠点又は地域拠点で商業・業務施設等が立

地している区域又は立地を図る区域 

(2) 幹線道路沿いで，商業・業務施設等が立地して

いる区域又は立地を図る区域 

(3) 近隣商業地域では許容されない商業施設が多く

立地している区域 

 

２．容積率 

(1) 中心拠点の区域で，特に広域的な中心性を備え

た拠点として位置付ける区域は，５００％から 

７００％とする。 

(2) その他の商業地域は，原則４００％又は   

５００％とする。ただし，近隣商業地域では許容

されない商業施設が多く立地している区域で高度

利用を図ることが不適当な区域又は道路幅員が狭

く高度利用を図ることができない区域若しくは高

度利用を図る必要がない区域は，２００％又は 

３００％とする。 

 

３．高度地区 

(1) 容積率２００％の区域は，原則として第二種高

度地区に，容積率３００％の区域は，原則として

第三種高度地区に指定する。ただし，地域の特性

に応じて３１ｍ高度地区に指定することができ

る。 

(2) 容積率４００％以上の区域については，原則と

して斜線制限型高度地区に指定しないものとす

る。 

 

４．防火地域及び準防火地域 

容積率４００％以上の区域は防火地域に指定す

る。その他の区域は，準防火地域に指定する。ただ

し，容積率３００％以下の区域で市街地の安全性の

向上を図る区域は，防火地域に指定することができ

る。 

 

 

 

 

５．規模 

おおむね０．５ｈａ以上とする。ただし，近隣商

業地域と接する区域及び路線式指定とする区域は，

この限りではない。 

 

６．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，目標とする市街地

像を実現するため，用途，敷地面積の最低限度，建

築物の高さ，壁面の位置等に関する事項や壁面後退

部分の緑化等に関する事項を必要に応じて定めるこ

ととする。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
容積率

（％） 

集団，路

線式の別 

用途地域の指定に合わ

せて導入を検討すべき

事項（注） 

１．近隣商業地域では許容されない商業施設が多く立地して

いる区域で高度利用を図ることが不適当な区域又は道

路幅員が狭く高度利用を図ることができない区域若し

くは高度利用を図る必要がない区域 

２００ 

３００ 

集団又は

路線式 

用・敷 

２．近隣商業地域では許容されない商業施設が多く立地して

いる区域で，高度利用を図る区域 

４００ 

３．幅員２０ｍ以上の幹線道路沿いの区域 ４００ 

５００ 

路線式 

４．中心拠点又は地域拠点で商業・業務施設等が立地してい

る区域又は立地を図る区域 

４００ 

５００ 

集団 

５．中心拠点の区域で，特に広域的な中心性を備えた拠点と

して位置付ける区域 

５００ 

６００ 

７００ 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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(11) 準工業地域 

指定，配置及び規模等の基準 

 

１．指定すべき区域 

主として，環境の悪化をもたらすおそれのない工

業の利便を増進するために定める地域 

(1) 工場と住宅が混在しており，住工の調和を図り

ながら都市型工業や地場産業等の育成を図るべき

区域又は住環境の保護を図りつつ工業の立地を図

る区域 

(2) 流通関連施設等の立地を誘導する区域 

(3) 水道，下水道，ごみ焼却場等の供給処理施設若

しくは飛行場等の立地する区域又は飛行場等の周

辺の区域 

(4) 店舗，事務所，流通関連施設等の業務系施設又

は自動車修理工場等沿道サービス施設等の立地す

る区域 

 

２．容積率 

原則として２００％とする。ただし，都市施設の

整備状況又は土地利用状況に応じ高度利用を図る区

域は，３００％とすることができる。 

 

３．建蔽率 

原則として６０％とする。ただし，地域の特性に

応じて５０％とすることができる。 

 

４．建蔽率と容積率の組合せ 

建蔽率と容積率の組合せは，指定標準のとおりと

する。 

 

５．敷地面積の最低限度 

敷地面積の最低限度は，必要な区域について指定

する。 

 

６．高度地区 

原則として，２５ｍ第二種高度地区に指定する。

ただし，地域の特性に応じて２５ｍ第一種高度地区

に指定することができる。 

 

 

 

 

７．防火地域及び準防火地域 

準防火地域に指定する。ただし，市街地の安全性

の向上を図る区域は，防火地域に指定することがで

きる。 

 

８．規模 

おおむね５ｈａ以上とし，形状は整形とする。た

だし，供給処理施設等が立地している区域又は道路

沿いに路線式指定する区域は，この限りでない。 

 

９．用途地域又は地区計画等で定める事項 

用途地域の指定を行う場合は，工場と住宅が調和

する市街地像を実現するため，用途，敷地面積の最

低限度，壁面の位置等に関する事項や壁面後退部分

の緑化等に関する事項を必要に応じて定めることと

する。 
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指 定 標 準 

適 用 区 域 
建蔽率 

（％） 

容積率 

（％） 

用途地域の指定に合

わせて導入を検討す

べき事項（注） 

１．住宅と調和した複合市街地を目指す区域又は供給処理

施設若しくは飛行場等の立地する区域 

５０ 

６０ 

２００ 用・敷 

２．上記１．の区域で，高度利用を図る区域 ５０ 

６０ 

３００ 

３．工業系の施設があり，店舗，事務所，流通関連施設等

又は沿道サービス施設等が立地している区域で，高度

利用を図る区域 

５０ 

６０ 

３００ 

４．鉄道沿線，幹線道路沿道，飛行場周辺等で，騒音等が

著しい区域又は著しくなると予想される区域で，特に

後背地の良好な住環境を保護することが必要な区域 

５０ 

６０ 

２００ 

 

 

（ 注 ） 用途地域の変更にあたり，指定標準の内容に応じて用途地域又は地区計画等で導入を検討すべき

事項及びその凡例 

敷：敷地面積の最低限度 

壁：壁面の位置又は外壁の後退距離 

用：建築物等の用途制限 
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２ その他の地域地区の指定基準 

(1) 特別用途地区 

特別用途地区を，以下の考え方に基づき指定する。 

ア 土地利用の増進や環境の保護などの特別の目的を実現するため，用途地域を補完し，

特定の建築物の用途等を制限又は緩和することが必要な区域について，市の創意工夫を

活かして，地区の特性にふさわしい特別用途地区を指定する。 

イ 指定にあたっては，用途地域との関係を十分に考慮したうえで，当該地区の特性にふ

さわしい土地利用の増進，環境の保護等，実現を図るべき特別の目的を明確に設定し

て，適切な位置及び規模で定める。 

ウ 指定にあたって定める条例においては，建築基準法第４９条の規定に基づく建築物の

建築の制限又は禁止若しくは制限の緩和に関する規定を定めるとともに，実現を図るべ

き特別の目的や周辺市街地の環境の保護などに向けて，必要に応じて同法第５０条の規

定に基づく建築物の敷地，構造又は建築設備に関する制限に関する規定を定める。 

 

(2) 高度地区 

斜線型の３種類の高度地区，絶対高さを定めた５種類の高度地区を，以下により定め

る。 

ア 原則として，第一種低層住居専用地域，第二種低層住居専用地域は，第一種高度地区

に指定する。 

イ 原則として，第一種低層住居専用地域，第二種低層住居専用地域を除く容積率１５０ 

％以下の地域は，１５ｍ第一種高度地区に指定する。ただし，地域の特性に応じて１５

ｍ第二種高度地区に指定することができる。 

ウ 原則として，近隣商業地域，商業地域を除く容積率２００％以上の区域は，２５ｍ第

二種高度地区に指定する。ただし，地域の特性に応じて２５ｍ第一種高度地区に指定す

ることができる。 

エ 原則として，近隣商業地域，商業地域の容積率２００％の区域は，第二種高度地区，

容積率３００％の区域は第三種高度地区に指定する。ただし，容積率３００％の区域

は，地域の特性に応じて３１ｍ高度地区に指定することができる。 

 

(3) 高度利用地区 

高度利用地区は，「東京都高度利用地区指定基準」により指定する。 
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(4) 防火地域及び準防火地域 

ア 原則として，建蔽率５０％以上の区域は準防火地域に指定する。また，延焼の防止を

図ることが必要な区域については，建蔽率４０％の区域についても準防火地域に指定す

ることができる。 

イ 容積率４００％以上の区域は防火地域に指定する。また，容積率２００％以上の区域

で市街地の安全性の向上を図る区域については，防火地域に指定することができる。 

 

(5) その他の地区 

その他の地区については，それぞれの法令等及び指定基準等により適切に定める。 
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運 用 に つ い て 
 

 

１ 法律等の改正が行われた場合等，社会経済情勢の変化を踏まえ，この指定方針及び指

定基準の内容を再検討し，必要に応じて変更するものとする。 

 

 

２ 土地利用に関するその他の都市計画の決定等にあたっても，この指定方針及び指定基

準を踏まえて行うものとする。 

 

 

３ この指定方針及び指定基準は，特段の定めのない事項のほか，この指定方針及び指定

基準により難い理由があるときは，別途関係機関等と協議することにより特別の運用が

できるものとする。 

 

 

４ この指定方針及び指定基準は，令和５（２０２３）年１２月２７日から施行する。 
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